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企業の規模とスピードを両立させる
積極不安定組織「CCO」
能勢幸嗣／佐藤正之／伊藤誠悟

Ⅰ　今日の企業組織のジレンマ　　　　　　　　　　Ⅳ ２つのケーススタディー

Ⅱ 積極的に不安定さを作り出す組織「CCO」 Ⅴ 日本の大企業を活性化するCCO

Ⅲ CCOを実現するためのマネジメントの要件

1 今日の企業は、競争優位を維持するために、企業の規模の拡大と変化のスピー

ドアップという、相反する目標を同時に実現していかねばならない。そのため

の組織として、SBU（戦略事業単位）やタスクフォースがあるが、近年の事

業環境の変化への対応には、これらを超えるコンセプトが必要である。

2 本稿では、CCO（積極不安定組織）を提案する。CCOとは、従来型のライン

組織による業務運営を行いつつも、市場のニーズや変化をとらえてライン組織

内部に柔軟にプロジェクトを結成し、ライン組織とプロジェクトを両方とも運

営するという、積極的に不安定さを作り出す組織形態である。

3 CCOは、①既存のコミュニケーションルートの中に不定形・非線形なコミュ

ニケーションネットワークを構築する、②既存顧客との取引や関係が起点とな

り、最前線にいる社員がビジネスアイデアを提案する、③ビジネスアイデアの

提案者がプロジェクトリーダーとなり、メンバー選定などの一切の権限を持つ

――といった特徴を有する。

4 CCOの導入により、①起業家意識の強い企業風土への変化、②社員同士によ

る自然発生的な360度評価と人材市場の形成、③人材採用面での競争力の強化

――といった波及効果も得られる。

5 CCOでは、組織構造の中にあえて不安定さを作り出すため、しっかりとした

マネジメントが不可欠になる。具体的には、①社員同士のコミュニケーション

の場の提供といったビジネスアイデア発見の支援、②プロジェクト着手の迅速

な意思決定、③社員情報の共有とメンバー選定の調整、④適切で柔軟な人事評

価、業績管理――などの仕組みを確立する必要がある。

要約

NAVIGATION & SOLUTION

C O N T E N T S
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1 スケールとスピードのジレンマ
近年、企業規模（スケール）を拡大する企

業が目立つ。この背景には、どのような理由

が考えられるだろうか。

そもそも、企業は、市場での競争優位を維

持・獲得するための方策の１つとして、シェ

ア拡大による単位当たりコストの低下を目指

し、企業規模の拡大を追求する。しかし、戦

後の高度成長期には、市場の拡大とともに企

業の規模も拡大していったため、企業規模の

拡大が目立つことはなかった。

近年は、経済全体が成熟化し、市場の急拡

大が望めないなかでの競争となっているた

め、特にコスト競争、シェア獲得競争が熾烈

となっている。このような競争の結果、負け

組となった企業は市場からの撤退を迫られる

一方で、勝ち組となった企業はますます企業

規模を拡大してきている。最近のM&A（合

併・買収）件数の急激な増加の要因の１つ

は、既存事業におけるシェア拡大によるコス

ト競争力の強化と考えられる（図１）。

M&Aの増加のもう１つの要因は、これま

でのように不足する資源を自社内で研究開発

して獲得したり、不足する人材を自社内で育

成したりするのではなく、外部から買ってし

まう戦略が一般化してきたことである。この

ような形で社外の資源を獲得することで、自

社内で新たに研究開発を行ったり、必要な人

材を育成したりしながらビジネスを拡大する

のに比べて、圧倒的に早く、ビジネスを拡大

することができる。

しかし、ビジネスを立ち上げるまでは早く

ても、企業の規模が大きくなってしまうこと

により、社内外との調整が複雑となるため、

企業全体の変化のスピードは遅くなる傾向に

ある。

一方、企業を取り巻く環境の変化のスピー

ドは上昇の傾向にあり、競争優位を維持する

ためには、企業の変化のスピードを上げる必

要が出てきている。例えば、製品の計画サイ

クルは、10年ほど前のIBMやGMでは５～10

年単位だったが、現在のソフトウェア企業で

は６ヵ月ないし１年に短縮している。

このことは、企業の戦略計画のタイミング

を大幅に短縮する必要性を意味している。５

年ほど前までは、企業は、３～５年の戦略の

視野を持ち、３年に一度、基本的な戦略の見

直しを行っていればよかった。しかし現在で

は、１～３年の視野に立ち、毎年基本戦略を

見直す必要性が増してきている。

つまり、事業計画サイクルの短縮化の傾向

が強まり、従来の大企業の仕組みでは対応で

きないような環境へと変わりつつある。した

がって、競争優位を維持するために、事業環

境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる組織が

求められている。

以上のように、今日の企業は、競争優位を

図1　日本におけるM&A（合併・買収）件数の推移

出所）野村證券金融研究所のデータより作成 
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Ⅰ　今日の企業組織のジレンマ
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維持するために、企業の規模の拡大と変化の

スピードアップという、相反する目標を同時

に実現していかなければならない。

2 変化のスピードを落とさない
ための従来の工夫
これまで、企業全体の規模の拡大を進めつ

つ、一方で、変化のスピードを落とさない工

夫が全くされなかったわけではない。その工

夫の代表例が、SBU（戦略事業単位）、タス

クフォースといった組織を作る方法である。

これらは特定の事業戦略を素早く実行するた

めのもので、所属するメンバーは少人数に絞

り込まれ、スピードを重視した小型の組織と

なっている。

しかし、SBUに関しては、素早い行動が

できるだけの小型のものでありながら、期待

したようなスピードを実現できていないこと

が多い。

その原因としては、組織上、SBUを通常

の部や課と同レベルに位置づけてしまうこと

で、意思決定ルール、報告ライン、評価方法

などが、大きな本体と同様になってしまって

いることが考えられる。この結果、SBUの

運営は、大きな本体が持つ官僚的な組織運営

と同じような、変化のスピードが遅いものに

なってしまうのである。また、SBUに所属

するメンバーは、それまで所属していた組織

から完全に切り離れる形で異動し、SBUの

専任となってしまうため、常に顧客と接する

機会を失い、顧客ニーズの変化をとらえられ

なくなることが多い。

つまり、SBUは、官僚的な組織運営と同

様のルールによって小型ゆえのスピードが奪

われ、SBU設置後の顧客ニーズの変化にも

鈍感になりがちなことから、事業環境の変化

に素早く対応していくといった成果を上げら

れない。

一方、タスクフォースに関しては、通常、

トップマネジメントによる特命でスタート

し、組織上、通常の部や課とは違う扱いをさ

れるため、SBUと違って、大きな本体と同

様の官僚的組織になってしまうことは少な

い。また、タスクフォースに所属するメンバ

ーは、それまで所属していた組織から異動す

ることなく、既存の業務との兼任でタスクフ

ォースのミッションを遂行することから、顧

客と接する機会を失わず、顧客ニーズの変化

をとらえられなくなるということもない。

このようにタスクフォースでは、SBUに

見られるような欠点がないことが多い。つま

り、タスクフォースという方法では、企業全

体の規模の拡大を進めつつ、事業環境の変化

に素早く対応していくことに関して、一定の

成果が得られると思われる。

しかし、タスクフォースという方法は、タ

スクフォースが与えられたミッションを素早

く達成しても、企業全体を、変化のスピード

アップを追求する風土に変えていく効果はな

い。また、テーマの設定やメンバーの選定が

トップダウンであるがゆえに、タスクフォー

スに所属するメンバーには、起業家意識やオ

ーナーシップ（所有意識）が薄い。

タスクフォースという方法は、トップマネ

ジメントがスピードを求めるミッションに関

しては、それに応えられる仕組みを有してい

るが、トップマネジメントがスピードアップ

を追求する企業風土への変革を目指していて

も、それを実現する方法にはならない。近年

の事業環境の変化のスピードは、企業全体が
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それを意識して行動できるようにならないと

対応しきれないものとなっており、社員には

起業家意識やオーナーシップも求められる。

そのためには、タスクフォースを超えるコン

セプトが必要となっている。

1 ライン組織とプロジェクトの
両方を運営できる仕組み
オペレーション業務が大半を占めながら

も、競争環境の激化により、迅速なイノベー

ションや新サービスのスピーディーな開発を

要求される局面を迎えた企業に、筆者らは

CCO（Control Configured Organization：積

極不安定組織）という組織を提案したいと考

えている。

CCOとは、｢従来型のライン組織による業

務運営を行いつつも、市場のニーズや変化を

とらえてライン組織内部に柔軟にプロジェク

トを結成・解散でき、ライン組織とプロジェ

クトを両方とも運営できる組織形態」をい

う。組織図上にはライン業務を行っている組

織が示されるが、組織図に示されない部分で

プロジェクトチームが運営されている。

このCCOという名前は、CCV（Control

Configured Vehicle）から来ている。この英

語は、直訳すると「制御によって構成された

飛行機」という意味で、筆者らがイメージで

きるものとしては、湾岸戦争で有名になった

ステルス爆撃機がこのコンセプトに近い。

通常、飛行機はできるだけ安定的に飛行で

きるように機体形状が設計されている。しか

し、乱気流などで姿勢を乱したり、急激に大

きく方向を変更したい場合、その安定的な形

状が逆に作用し、姿勢を直ちに変えることが

難しい。一方、CCVは、積極的に機体形状

に不安定さを増し、その不安定な機体形状を

コンピュータで制御することにより、今まで

以上に高度な動きを実現しようというコンセ

プトである。

組織に置き換えると、安定とは、仕事の分

担や構造が明確でかつ固定しており、決めら

れた仕事を決められた手順に従ってこなして

いるものを意味すると考えられる。そのよう

な安定的な組織は、平時には強みを発揮する

が、いざ激しい環境変化にさらされ業績が悪

化しだすと脆い面をもっている。

一方、CCOでは、むしろ自ら安定的な組

織の中に不安定さを作り出し、それを積極的

にコントロールすることにより、企業規模の

拡大と環境変化に対応するスピードとの両面

を満たそうという狙いを持っている。

2 CCOの特徴
CCOは、前述のSBUやタスクフォースと

一部同じ要素も持っているが、次の３つの点

で大きく違っている。

（１）絡み合うコミュニケーション

CCOが不安定を生み出す要因は、一般的

なピラミッド組織内のコミュニケーションル

ートの中に、不定形・非線形なコミュニケー

ションネットワークを構築する点にある。こ

れは、SBUやタスクフォースとの大きな違

いである。

一般に起業した時点では、どの企業もすべ

ての社員がすべての社員に直接コミュニケー

ションをとることができる完全結線型コミュ

Ⅱ　積極的に不安定さを作り出す
組織「CCO」
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ニケーションが行われる（図２左）。社員が

n人いた場合、n（n－１）／２のコミュニケー

ションルートがあったわけである。しかし、

その計算式が示す通り、コミュニケーション

ルートは、社員数が10倍になると約100倍に、

社員数が100倍になると約１万倍に増加する

ため、企業規模の拡大とともに社員同士が直

接コミュニケーションルートを持つ完全結線

型は不可能になってくる。

そこで登場してきたのが、ホイール型コミ

ュニケーションである（図２右）。１人がコ

ミュニケーションの中心となり、残りの社員

とのコミュニケーションルートを持つという

形である。ホイール型のコミュニケーション

構造は、見方を変えると、まさに企業の組織

構造そのものである。

社員が自分の上司としかコミュニケーショ

ンルートを持たないピラミッド組織は、ホイ

ール型を階層的に積み上げたものといえる。

この場合は、社員が１対１のコミュニケーシ

ョンルートしか持たないため、どんなに社員

数が増加しようとも、増加した社員数しかコ

ミュニケーションルートが増えない。例えば、

10人で始めた企業が従業員数１万人まで成長

したとき、完全結線型を維持しようとすると

コミュニケーションルートを4999万4955も増

やさなければならないが、ホイール型の場合

9990の増加で済む。

どの企業も、その拡大とともに完全結線型

からホイール型コミュニケーションへと移行

し、いったんホイール型コミュニケーション

に移行すると、企業規模がいかに拡大しよう

とも、そのパターンは変わることはなく、た

だ多層化していく。

SBUにしてもタスクフォースにしても、

ミニピラミッド組織をライン組織というプラ

ミッド組織の内または外に付加するにすぎな

い。そのため、上司から部下へというコミュ

ニケーションルートに変わりはなく、ホイー

ル型のコミュニケーション体系を踏襲してい

るといえる（図３左）。

一方、CCOでは、ピラミッド型のライン

組織の下部に位置する社員同士、またはライ

ン組織間の社員とでチームを編成する。編成

されたチームは、ライン組織から切り出され

て公式な組織構造を持つことがないため、そ

のコミュニケーションはホイール型コミュニ

ケーションルートに複雑に絡み合うようにな

る（図３右）。この複雑さをマネジメントす

ることは非常に挑戦的かつ困難だが、この複

完全結線型コミュニケーション ホイール型コミュニケーション 

図2　コミュニケーション構造の違い（完全結線型とホイール型）

CCO（積極不安定組織）SBU（戦略事業単位）

図3　コミュニケーション構造の違い（SBUとCCO） 
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雑さを企業内に持つことが、会社を「俊敏な

象」へと変身させるポイントである。

（２）D&Rなプロジェクト

２点目の違いは、顧客接点、ユーザー接点

の最前線にいる社員こそが、プロジェクトチ

ームのテーマを発見し、プロジェクト化を提

案することにある。

中央研究所的なR&D（研究開発）組織や

SBU、タスクフォースでは、通常業務とは

どこかかけ離れた感のある技術調査やマーケ

ティング調査がプロジェクトのきっかけにな

るのに対して、CCOでは必ず既存顧客との

取引や関係を起点とする。また、R&D組織

やタスクフォースではプロジェクトの「公

募期間」のようなものがあるのに対して、

CCOではそのような公募期間がなく、いつ

でもプロジェクトを起案することができる。

そういった意味で、R&Dの逆を行くD&R

（Development & Research）である。

（３）プロジェクトリーダーの強い権限

３つ目の違いは、CCOではプロジェクト

の起案者に大きな権限が付与されることであ

る。いったんプロジェクトのスタートが意思

決定されると、後はすべてプロジェクトのリ

ーダー次第である。

特にプロジェクトのメンバーの選定は、そ

の大きなタスクの１つである。SBUやタス

クフォースと違って、会社側がメンバーを決

めて与えるのではなく、起業家のように自ら

がメンバーを募集し、決めることができる。

これにより、プロジェクトリーダーは強いオ

ーナーシップを感じることができる。

しかし、募集し決定できる権限があるとい

っても、希望のメンバーがすぐに集まるわけ

ではない。社員の方も、通常の業務があるの

で、①はたして通常業務を外れる、もしくは

兼務でやるだけの価値があるテーマなのか、

②リーダーはどんな人間なのか、一緒に働く

価値があるか――などを見極めなければ応募

してこない。

その意味で、リーダーは他の社員に、プロ

ジェクトのテーマや運営方針、自分の人間性

などを知らせる必要がある。また、他の部署

にどのような優秀な人間がいるのか常にアン

テナを張り、必要であれば口説きに行く必要

がある。

3 企業全体に波及する
CCOのメリット

CCOを採用すると、顧客に非常に近いと

ころから企画・アイデアが上がって、同じラ

イン組織の中でその起案者が非常に強いオー

ナーシップを発揮してプロジェクトをリード

するようになり、企業はその規模を維持しつ

つも、スピードアップを図ることができる。

加えて、単に１つのプロジェクトのスピード

アップを図ることができるだけでなく、企業

全体にいくつかの波及効果を見込むことがで

きる（次ページの表１）。

（１）企業風土の変化

CCOでは、単に１つのプロジェクトがス

ピードアップするだけでなく、継続的にいく

つものプロジェクトが通常業務を行っている

ライン組織内で立ち上がることにより、社員

の起業家意識が刺激される。また、その土台

ともなる社員同士の直接コミュニケーション

ルートが増えることで、企業全体がその規模
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に反して起業志向の風土へと変化していく。

（２）自然発生的な人材360度評価

今まで通常業務をどれだけ「こなす」かが

重要な評価要素であった社員は、その業務が

遂行される公式の縦のライン組織構造におけ

る人間関係や評価を重視してきた。一方、

CCOを採用することで、ライン組織を超え

たところで種々のプロジェクトが立ち上が

り、しかもそのプロジェクトリーダーが自分

の上司ではなく同僚や部下だったりする環境

になると、互いの人柄や業務遂行能力を知る

ことになって、自然に互いの力を評価しあう

ことになる。

このような自然発生的な360度評価の方が、

既存の日本的な資格等級制度をベースとした

人事評価よりも、個人の力を適切に評価して

いることが多い。また、このような環境が進

むと、社内に自然と互いの価値を認識しあう

人材市場が形成されていき、社員の自然淘汰

が進むことになる。

（３）人材採用面での優位性

もう少し長期的な視点で見ると、CCOは

人材採用面でも優れた強みを発揮すると考え

られる。新卒採用、中途採用のどちらでも、

応募者の志向として、大規模な組織よりもむ

しろ自分のやりたい仕事がやれる環境を重視

する傾向が強まっている。そういった志向に

対して、大企業でありながらも現場において

ビジネスチャンスを見つけた者に、プロジェ

クトリーダーとしてプロジェクトを容易に立

ち上げる機会が提供されているとすれば、他

の一般的な大企業よりも人材採用面で優位に

立つのはいうまでもない。

CCOはいくつもの優れた特徴を有する組織

Ⅲ CCOを実現するための
マネジメントの要件

特徴 CCO タスクフォース SBU

①テーマの設定 ボトムアップ トップダウン トップダウン
（日常多発的） （特命単発的）

②メンバーの選定者 プロジェクトリーダー 「上」 「上」

③所属メンバーの立場 兼任もしくは専任 兼任もしくは専任 専任

④経営トップの役割 スポンサー オーナー オーナー

⑤コミュニケーションの構造 非線形（複雑） ホイール型 ホイール型

メリット CCO タスクフォース SBU

プロジェクトリーダーのオーナーシップ 強い 弱い 弱い

企業風土全体への波及効果 あり なし なし

社員同士のネットワーク 広くなる（自然発生的な あまり変わらない あまり変わらない
360度評価）

人材採用面での優位性 あり なし なし

表1 CCOとタスクフォース、SBUの比較
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構造であるが、その不安定さ、複雑さゆえに、

SBUやタスクフォースよりも運用面でのマ

ネジメントがずっと難しい。特に、以下に示

す項目について環境整備を行うことが必須の

要件となる。

1 ビジネスアイデア発見の支援
通常のライン組織ではその組織内で取り組

めるビジネスに注力しがちだが、CCOでは

通常のライン組織の枠にとらわれない自由な

発想のビジネスアイデア、部門横断的なビジ

ネスアイデアの発見が重要である。

そのような部門横断的なアイデアは、２通

りのパターンで発生する。１つは、そういっ

たニーズを持つ顧客と接触することによって

である。ただし、顧客からストレートに話が

上がってくるのは極めてまれであり、通常は

もう１つのパターンである「社員同士のコミ

ュニケーション」のなかで生まれている。そ

のようなコミュニケーションが発生する場、

および公式な組織構造を整備することが、マ

ネジメントに求められる。

最もアイデアが生まれる方法は、原始的で

はあるが、社員同士の直接対話による触発で

ある。かつて筆者らのクライアントであった

映像関連企業A社では、部署を超えたコミュ

ニケーションの場を「連絡会」という形で提

供し、そこから生まれたビジネスアイデアに

部門横断プロジェクトを構築して取り組んで

いた。また、物理的に各部署が離れており、

社員同士が直接顔を合わせてコミュニケーシ

ョンを図るのが難しい企業では、社内イント

ラネットなどを活用して、社員同士がビジネ

スアイデアを投稿し共有できるような掲示板

を設けて、互いのコミュニケーションを図っ

ている。

一方、公式の組織構造としては、既存のラ

イン組織が持つサービスにこだわりがない方

が望ましい。その意味では、商品・サービス

ごとに組織化された事業部組織よりも、顧客

別組織やマトリックス型組織の方が好都合で

ある。

特に、IBMやNECなどが採用しているフ

ロントバック型組織構造は、CCOとの相性

が非常に良い。フロントバック型組織では、

フロント組織が顧客リレーションを、バック

組織が商品・サービスの開発に責任を持つ構

造になっている（図４）。フロント組織は、

商品・サービスごとの収支に責任を持たない

ので、顧客満足だけを念頭において種々の製

品・サービスの組み合わせを自由に発想でき

るなど、自然に既存組織の壁を超えたアイデ

アが生まれやすい土壌を有している。

2 プロジェクト着手の意思決定
もちろん、企業としては社員から上がって

きたアイデアのすべてをプロジェクト化する

ことはできない。プロジェクト化に際しては、

以下の２つの点に留意して意思決定を行うべ

図4　フロントバック型組織構造
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きである。

１つ目は迅速さである。現場から上がって

くるビジネスアイデアについて時間をかけて

意思決定していては、社員のモチベーション

が低下するだけでなく、そのビジネスの旬を

逃してしまうことになりかねない。同様に、

現場から離れた場所で意思決定することも避

けるべきである。また、既存のライン業務の

ように、トップマネジメントやミドルマネジ

メントがビジネスアイデアの細部にまで口を

挟んで修正を加え、最終的に多数決で判断す

るような「典型的な日本企業の意思決定の仕

組み」では、起業家は生まれにくい。

プロジェクト化に際しては、現場でのQC

（品質管理）活動に大幅に権限を委譲したよ

うに、現場の「感性」をできるだけ尊重した

スピーディーな意思決定が必要になる。具体

的には、意思決定者はミドルマネジメントで

もトップマネジメントでも構わないが、多数

決に基づく意思決定ではなく、意思決定者の

１人でも賛成すればプロジェクトを実行に移

せるようにすることで、スピードを活かしな

がら、社員の偶発的な感性を幅広く取り込む

ことが可能になる。

２つ目は、既存業務や会社・経営計画との

整合性およびイノベーションの度合いであ

る。既存業務や会社方針をもとに事前に決ま

るようなテーマであれば、現場からアイデア

が上がってくるのを待つまでもない。つまり、

下から上がってくるテーマは予測不可能なも

のである。また、上がってきたアイデアは、

既存業務との間にコンフリクト（対立）がな

く、イノベーションを含んだものである必要

がある。そのため、アイデアが起案されるた

びに、既存業務とのコンフリクトの有無とイ

ノベーションの度合いの評価を行う。

イノベーションの度合いが低く、既存のラ

イン業務でも実施可能なものは、プロジェク

トとして認めず、ライン組織において実施す

る。イノベーションの度合いは高いが、既存

業務とのコンフリクトがあるものは、別会社

などの形態での実施を検討する。

そして、イノベーションの度合いが高く、

既存業務とのコンフリクトが少ないものにつ

いて、プロジェクト化の意思決定を行う。た

だし、潜在的なリスクはあらかじめリストア

ップしておき、それらが顕在化した場合、も

しくは既存業務とのコンフリクトが発生した

場合は、いつでもプロジェクトを停止できる

ようにしておくことが重要になる。

3 プロジェクトチーム編成の支援
CCOでは、あたかも起業家が自分でメン

バーを集めるように、プロジェクトリーダー

にチーム編成を行わせることが肝要である。

多くの企業では、プロジェクトの実行が意思

決定されても、いざプロジェクトチームを編

成するとなると、トップマネジメントやミド

ルマネジメントが一方的にメンバーを選んで

いることがほとんどである。これでは、ビジ

ネスアイデアのオーナーである社員や、プロ

ジェクトに任じられた社員のモチベーション

は、ともに上がりにくい。

では、今までトップマネジメントまたはミ

ドルマネジメントがプロジェクトのメンバー

を選んでいた企業が、プロジェクトリーダー

にメンバーの選定を任せてすぐに機能するか

というと、それも難しい。トップマネジメン

トまたはミドルマネジメントは、自分自身で

メンバーを選ぶ代わりに、次のような仕組み
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を導入する必要がある。

１つは、｢だれがどのようなノウハウを持

っているか」を共有するシステムである。こ

のシステムは、各社員が自らのプロフィール

や過去に参加したプロジェクト、これから参

加したいプロジェクトなどを社内にアピール

するための自己紹介ホームページのようなも

のである。このシステムにより、プロジェク

トリーダーは、どんな社員がどの部署に在籍

し、どのようなノウハウや経験を持っている

かを知ることができる。

ただし、社員数が多ければ多いほど、その

ようなデータベースから本当にそのプロジェ

クトに参加したいという意欲を持つ社員を見

つけることは難しいため、実際は「プロジェ

クト公募制」という仕掛けと組み合わせるこ

とが必要である。

また、自分自身にアイデアはないが、他部

門の人と仕事をしたい社員に、どのようなプ

ロジェクトが社内で発生しそうなのかを知る

ことができる場を提供する必要もある。今ま

で社員は、自部署の上司だけを向いて仕事を

行い、結果として部署の壁を高くする後押し

をしてしまっていた。しかし、これからは部

門を超えた情報共有の場を通じて、自分自身

のスキルを磨いて自部署以外にもアピールす

ることや、どのようなプロジェクトが社内で

発生するのかアンテナを高く張っておくこと

が重要になる。

加えて、｢だれがどのようなノウハウを持

っているか」｢だれがどのようなプロジェク

トを立ち上げようとしているか」を知ること

ができる仕組みだけでなく、最終的にそれら

を調整する調整役としてトップマネジメント

またはミドルマネジメントが機能することが

必要になる。

かつてクライアント企業にCCOを提案し

導入したときも、社員が全員やりたいプロジ

ェクトだけに手を挙げ、｢収益性は高くかつ

手堅いが、面白みに欠けるプロジェクト」に

はメンバーが集まりにくい状況が発生してし

まった。いささか矛盾するようだが、メンバ

ーの自主性を尊重しつつ、そのようなメンバ

ーの偏りを調整し、通常業務やだれもがやり

たくないプロジェクトにもメンバーを確保で

きるように調整することも、重要な機能であ

る。

NRI野村総合研究所にも、｢KAONAブッ

ク｣（KAONA＝顔と名前）というイントラネ

ット版の自己紹介ページと、｢コンタクトレ

ポート」という営業案件を表示するページが

ある。プロジェクトリーダーはプロジェクト

を立ち上げる際、KAONAブックを活用して、

プロジェクトのテーマに最適な経験や意欲を

持つ人間を探し、社員はコンタクトレポート

を見て、リーダーにプロジェクトへの参加希

望の連絡をとっている。

それらのシステムに、各部長がプロジェク

トのメンバー選定を調整する機能として加わ

ることにより、プロジェクトリーダーである

一社員であっても、最適なメンバーを選定す

ることが可能になっている。

4 適切な人事評価、業績管理
CCOでは、R&D組織やSBUと違って、そ

れだけで閉じた組織において業績を評価する

のではなく、既存業務を行っているライン組

織が隣にあるなかで、プロジェクトの業績評

価、人事評価をしていかねばならない。

最近の経営トレンドとして、細かな職務基
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準書を作成したり、職務を細かくポイント化

したような人事制度、人事評価を導入する企

業を目にする。決められた定常的な業務しか

行わないような企業や、プロジェクトごとに

人を目的合理的に辞めさせたりできる企業な

らそれでもよい。しかし、さまざまなタイプ

の社員を社内に資源として蓄積し、必要に応

じてチームとして柔軟に組み替えるために

は、人事評価の項目もそれに柔軟に対応でき

るものでなければならない。

NRIが過去にCCOに関するコンサルティン

グを行ったある企業では、10段階近くあった

資格等級を３段階ぐらいにまでシンプルにし

ただけでなく、評価項目を自由に設定でき、

かつ必要に応じて変更できるようにした。こ

れにより、期中にプロジェクトを立ち上げた

り、年次の上下に関係なく自由にプロジェク

トを組んだりできるようになった。

業績評価については、柔軟な組織変更に対

応できる管理会計システムと、社員のプロジ

ェクトへの異動を容易にする移転価格の設定

が必要である。

一般的に大企業になればなるほど、定常業

務の割合が多いために、定常業務の業績はし

っかりと把握できるが、プロジェクトのよう

な「非公式な組織」の業績を把握することは

苦手な管理会計システムになっている。まず

は、管理会計システムを変更して柔軟な組織

変更およびライン業務内のプロジェクト発生

に対応できるようにする。

さらに、ライン業務を行っている人間がプ

ロジェクトに移った場合のその人の移転価格

を設定しておくと、既存のライン長が部下を

プロジェクトに送り出しやすくなる。

NRIが過去に携わったプロジェクトのなか

から、CCOの考え方・コンセプトを取り入

れて組織運営を行っている企業の事例を２つ

示す。まず、CCOによって成果が上がって

いるハイテクメーカーB社を取り上げ、どの

ようにしてプロジェクトが運営されているか

を紹介する。また、CCOを導入した事例と

してC社を取り上げ、導入時にマネジメント

環境をどのように整備したかを紹介する。

1 ハイテクメーカーB社の場合
B社は、技術革新のスピードが速いハイテ

ク業界に属し、自社で大きな製造ラインを抱

えているメーカーである。大きな製造ライン

を安定操業させるために、分業したライン組

織による統制が必要であり、B社の組織も他

社と同様に、職能ごとに分業した多階層組織

構造となっている。

一般的には、分業した多階層組織では、計

画する人と実行する人の分離が生じ、環境変

化への組織の適応が遅くなる。新しい変化が

市場に現れたときは、実行する現場の人間が

計画を担当する上位階層の人に市場ニーズを

伝え、そして計画担当者が計画を作成し、そ

こから現場に下りてくる。この流れでは、多

くの場合、現場の声が計画担当者に伝わらな

かったり、手間と時間がかかったりするため、

環境の変化への対応が遅くなることが多い。

しかしB社は、多階層組織構造にCCOの要素

を取り入れることで、迅速な意思決定と動き

の速い組織を実現している（図５）。

B社では、アイデア発掘、企画作成（チー

ム案まで含む）が現場で行われている。起案
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者は、そのアイデアをプロジェクトの意思決

定を担当する役員に直接電子メールで送り、

意思決定を仰いでいる。｢こういったことを

やりたいのですが」｢わかった、じゃやって

みろ」といった感じのやりとりが、現場の社

員と役員との間で日常的に行われる。

B社が工夫しているのは、役員への提案の

内容を同時にプロジェクト提案掲示板に載せ

ることである。これには、提案の告知という

意味が大きいが、提案に関心のある人の意見

も寄せられるため、コラボレーション（協

働）によりアイデアが磨かれるという副次的

効果もある。

プロジェクトの意思決定を担当する役員

は、ライン業務の予算とは全く別の役員肝い

りの特別予算を持っており、プロジェクトの

費用はそこから捻出される。この特別予算は、

ライン業務の予算とは異なり「消化」を目的

としていない。あくまで実行する人の提案に

賛同した役員が、スポンサーになりたいと思

ったときに使われる。この予算は、物品を購

入するためだけでなく、社員をプロジェクト

に参画しやすくするために、プロジェクトに

社員を貸し出す部門にレンタル料を支払うと

いう社内管理会計的な意味合いもある。

実際にプロジェクトが発生した時点では、

提案者がプロジェクトリーダーとなり、リー

ダー自身がメンバーを選ぶことになるが、ア

イデア段階で起案者がさまざまな社員を巻き

込んでいるので、メンバーの編成に苦労する

ことはほとんどない。

また、プロジェクト発足時に各社員がその

プロジェクトにおける目標を設定する。プロ

ジェクトと通常業務の兼任社員については、

通常行う半期の目標設定にプロジェクトにお

ける目標を加筆することとなる。

評価については、プロジェクト専任メンバ

ーについてはプロジェクトリーダーが行う。

図5　B社のCCO運営イメージ

④特別予算枠の中 
　で意思決定

⑤予算（および関係各 
　部署へレンタル料） 

③直接提案

①アイデアの発見

②メンバー選定および 
　アイデアの具体化 

6  360度評価（PL、他メン 
　バー、上司、同僚から） 

PL メンバー メンバー メンバー 

担当役員 

注）PL：プロジェクトリーダー
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兼任メンバーについては、通常業務での上長

が評価者となる。

もともとB社では、個人の人事評価に360

度評価を採用している。そのため、評価者の

経験がほとんどない社員がリーダーとなって

も、プロジェクトメンバーの評価を行うのに

それほど困ることはない。また、兼任でプロ

ジェクトメンバーとして参加している社員に

ついても、360度評価の一環としてプロジェ

クトリーダーからの評価も受けられるため、

通常業務の上長がプロジェクトでの貢献も踏

まえて評価を行うことができている。

B社は、多階層組織ながらも仕組みと仕掛

けにより、迅速な行動のできる組織を実現し

ている数少ない企業である。

2 ソフトウェア企業C社の場合
ソフトウェア企業C社の場合、そのソフト

のジャンルでは先駆的な企業であったため、

市場萌芽時には大きなシェアを有していた。

一方、売上高の半分以上をその年に開発した

新しいソフトウェアが占め、かつ主流となる

ハードウェアおよびOS（基本ソフト）が２、

３年で変化する特殊な市場に属していたた

め、定常的な業務をこなすことに加えて、革

新的であることが求められていた。

しかしC社は、その成長に伴って組織構造

が多階層化し、結果的に意思決定が現場から

遠い場所で行われ、しかもそのスピードが遅

くなっていた。また、エンジニアが細かく部

や課に細分化され「囲い込まれる」ようにな

ってきたため、部や課の壁を超えてエンジニ

ア同士が融合し、新たなソフトウェアを開発

することができなくなっていた。加えて、販

売部隊と開発部隊が組織的にも心理的にも完

全に分離していた。C社はそれらの結果、10

年でシェアを15ポイントほど低下させ、かつ

ての市場でのメインプレーヤーとしての栄光

は過去のものとなってしまっていた。

そのような悪循環を断ち切るため、NRIと

一緒になって、CCOのコンセプトをベース

としたプロデューサー制度を導入した。これ

は、社員のだれもが企画を提案でき、いった

んプロジェクト化が決定されたならば、その

社員がメンバーの選定から最終的な収益まで

全責任を負うプロデューサーとして腕を振る

うことができるという制度である。

導入に際しては、プロデューサー制度が適

切に機能するように、組織上でいくつもの仕

掛けを作った。まず、編成局という名の調整

組織を設置して、ビジネスアイデアの採否の

意思決定の迅速化と、プロジェクトへのメン

バー割り振りを支援できるようにした。また、

もともとシステム開発に長けているので、ビ

ジネスアイデアや過去のプロジェクトを共有

できるシステムの構築も行っている。

それ以外にも、少々特殊ではあるが、ソフ

ト開発を行っていない間、エンジニアは１つ

の「部屋」に所属することとし、プロジェク

トが発足するたびに、その部屋からプロデュ

ーサーをトップとするプロジェクトに異動す

るものとした。これにより、エンジニアの間

にあった壁を取り払い、自由にコラボレーシ

ョンが生まれるようにした。

さらに、その組織変更に合わせて能力資格

等級制度を廃止し、それぞれの職務・職種の

なかで能力や業績を比較できるようにした。

販売職を例にあげると、もともと存在した10

の職能資格等級を、管理職相当の「シニア販

売職」とそれ以下の「販売職」の２つのクラ
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スに簡素化し、それぞれの中で評価を行うよ

うにした。これにより、プロジェクトを立ち

上げるとき、｢あいつは何等級だからまだ早

い」といった議論が少なくなり、若い社員で

も優秀であれば、比較的自由にプロジェクト

のメンバーに選べるようになった。

評価項目についても、あまり詳細に項目や

その規準値を設定するのではなく、むしろ評

価者と被評価者との間のコミュニケーション

を重視し、柔軟に仕事の内容や業績を評価で

きるように変更した。

業績管理については、公式なライン組織の

業績の把握だけでなく、プロジェクト単位の

収益も把握できるシステムや、各社員がどの

ような仕事・プロジェクトで忙しいのかを把

握できるシステムを構築している。

まだ、導入して半年程度であり、その組織

になってから開発された商品がリリースされ

ていないため、増販効果などの検証はできて

いない。しかし、C社によると、今までにな

い若いプロデューサーや、販売職出身のプロ

デューサーが複数誕生しており、彼らが生き

生きと開発に取り組んでいるそうである。

日本企業は、今日のような環境変化が激し

く、不況の波が押し寄せる局面において、社

員数を減らすことができずに困っているとい

う話をよく聞く。確かに社員を囲い込みすぎ

ている傾向はあるが、社員を持ちすぎている

ことを悔いることはない。

大きな問題は、ピラミッド型の組織構造を

効率的に運用しようとするあまり、トップダ

ウンという一方向のコミュニケーションに注

力しすぎて、元来日本企業の強みであった社

員間のコミュニケーションを結果的にないが

しろにしていることにある。トップダウンの

仕組みの強化も重要ではあるが、むしろ社員

をたくさん社内に保有しているからこそ、本

稿で提案したようなCCOを活用して、アイ

デアやプロジェクトをたくさん発生させるこ

とが可能になるわけで、これは大企業の特権

ともいえる。

CCOは、QC活動と同様に、社内に長期的

に人的資源を抱え込んでいるからこそできる

アイデアであり、本来日本企業が得意とする

領域のはずである。つまり、どんなに企業規

模が大きくなろうが、マネジメントが努力し

て自律性、自発性のあるコミュニケーション

ネットワークを構築することができるなら

ば、継続的に成長をとげられるはずである。
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